












































足 立 清 人
キーワード：デビットカード，偽造デビットカード，キャッシュレス決済
判例研究



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 ６1 巻　第１号（通巻第 80 号）
― 127 ―
については，佐久間毅「民法478条による取引
保護」論叢154巻4・5・6号377頁，川地宏行「預
金不正払戻事案への民法478条の適用に対する
批判的考察」（道垣内弘人他編『社会の発展と
民法学［下巻］－近江幸治先生古稀記念論文集
－』（成文堂，2019年））145頁以下を参照。
15）　河上正二「判批」別冊ジュリ176号88頁など
を参照。
16）　河上正二「判批」別冊ジュリ238号72頁など
を参照。
17）　川地「判批」リマークス59号32頁によれば，
ネットバンキングでの不正送金事案でも，同判
例法理は適用されている，とされる。詳しくは，
川地「預金不正払戻事案への民法478条の適用
に対する批判的考察」147頁以下を参照。
18）　川村「判批」リマークス59号32頁を参照。
川地「判批」リマークス59号33頁は，「偽造カ
ード事案では，所持認証システムが偽造カード
を真正カードと誤認しているので，所持認証シ
ステムが正常に作動しておらず，システム事態
に欠陥があるといえる。つまり，偽造カードが
使用されたこと自体が所持認証システムの欠陥
を意味し，金融機関の注意義務違反つまり有過
失と直結する」とする。
19）　川地「判批」リマークス59号32頁を参照。
20）　本多「判批」金法2121号9・10頁を参照。大
阪地判平成5年10月18日金法1384号40頁，札幌
地判平成7年8月30日判タ902号119頁，東京地
判平成11年2月26日金法1566号60頁，名古屋地
判平成12年8月29日金法1601号42頁，長崎地裁
佐世保支判平成20年4月24日金判1300号71頁，
京都地判平成25年5月23日金法1986号140頁が
示されている。
21）　香月祐爾「判批」金判1301号1頁，下村信江「判
批」判タ1291号50頁，尾島茂樹「判批」クレ
ジット研究（CCR）41号195頁，河上正二「判
批」別冊ジュリ200号230頁，板東俊夫「判批」
別冊 r ジュリ249号16頁を参照。
22）　定型約款については，中田裕康『契約法』（有
斐閣，2017年）37頁以下を参照。
23）　二村「判批」CCR9号78頁を参照。
24）　蓑輪「判批」新・判例解説 Watch24号83頁（理
由には疑問がある，とする），本多「判批」金
法2121号10頁。二村「判批」CCR9号80頁によ
れば，「ブランドデビットカード取引での外貨
への換算は，国際ブランドにおいて事務処理を
行った時点での国際ブランド所定の外国為替レ
ートを用いて行われ，利用時には預金からの邦
貨建てでの引落し金額が確定していないことを
指摘したものと解される」とされる。二村は，
「このような取引構造自体，デビットカード取
引が原因関係の存在を前提としこれと密接に関
連していることを示すものであって，原因関係
の存否を前提としない振込みとの相違を的確に
指摘したと評価できる」として，預貯金者保護
法が適用されないのは当然である，とする
25）　石田祐介「『偽造カード及び盗難カード等を
用いて行われる不正な機械式預貯金払戻し等か
らの預貯金者の保護等に関する法律』の概要」
金法1751号22頁などを参照。
26）　原司「偽造カード等及び盗難カード等を用い
て行われる不正な機械式預貯金払戻し等からの
預貯金者の保護等に関する法律第4条の要件の
検討」判タ1320号22・23頁を参照。
27）　蓑輪「判批」新・判例解説 Watch24号84頁，
川地「判批」リマークス59号33頁。他方で，
本多「判批」金法2121号10頁は，預貯金者保
護法4条1項の適用および類推適用が否定され
たのも穏当な判断である，としている。二村「判
批」CCR9号80・81頁は，判決の理由づけに疑
問はあるものの，預貯金者保護法がデビットカ
ードの不正使用をそもそも対象としていなかっ
たこと，海外 ATM のセキュリティ基準は一様
とは言い難いことを理由に，「法律で金融機関
に損失の負担を強制することが適切とまでは言
えない」として，類推適用も否定されるべき，
とする。
　　なお，預貯金者保護法の他の取引への適用に
ついては，松本恒男「偽造・盗難カード預貯金
者保護法の他の取引への影響と残された課題」
銀法650号21頁を参照（もっとも，デビットカ
ード取引への適用の如何については言及されて
いない）。
28）　蓑輪「判批」新・判例解説 Watch24号84頁
を参照。
29）　蓑輪「判批」新・判例解説 Watch24号84頁
を参照。
30）　キャッシュレス化の進展を受けて，「キャッ
シュレス取引判例研究会」が発足した。山本豊
「キャッシュレス取引判例研究会の発足にあた
って」CCR 号9号6頁以下を参照。
偽造デビットカードによる海外ATMからの現地通貨の引出しについて
